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（ＧＩＴＡ North Americaコンファレンスの展示に展示された天然ガスパイプライン

のガス漏洩検査のためのドローン） 

 
（MRの実用例（株）ニコン・トリンブル 提供） 
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（LIFT AIRCRAFT社のＨｅｘａ（LIFT AIRCRAFT社ホームページより） 

 

（災害に強い 21世紀型ノアの方舟の都市イメージの例（Getty Imagesより） 
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はじめに 

空間における位置の認識、空間上の移動のために、地図は、有史以

来、人類の生活のために欠かせないものとなっている。地図は古くか

ら、地球上の地理空間的なイメージの共通化された視覚的表現として、

地域境界、植生、災害対応、空間移動などに利用されてきている。 

ここでは、地図の起源から、コンピュータによる地理情報システム、

サイバー空間への発展を技術の観点から叙述するとともに、これらの

空間情報技術を踏まえ、人類がこれから直面する温暖化による災害に

対応できる今後の新しい都市（21 世紀におけるノアの方舟）について

述べる。 
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Ｉ．空間情報技術の展開 

１-1．地図の起源 

地図の起源は、人類が狩猟文明から農耕文明に移行した時代からと

考えられている。現存する世界最古の地図は、紀元前約 3000年に粘土

板の上に作られた大縮尺地図と考えられている。そこには、メソポタ

ミアの川、山、海、市街地などが記載されている。 

紀元 150年の、ギリシャ時代には、プトレマイオスが、著書「地図学」

（Geographia）で当時の地図に関する事柄を集大成しており、それに

基づき、後に作成された小縮尺の地図には、地中海から、インド洋ま

で、大陸も含め、比較的詳しく描画されている。 

  

その後、地図はアラブ社会において発展してきたが、16 世紀には、オ

ランダのメルカトルが、大航海時代の地図として円筒図法による地図

を作成した。19 世紀には、日本でも伊能忠孝が大日本沿海輿地全図を

作成した。しかしながら、手製の紙の地図では、地図の更新、保管に

多くの手間と場所を要し、時代の進歩とともに、コンピュータ化され

た地図の必要性が望まれてきた。 

 

  

メルカトルによる地図（海上保安庁「海洋情報資料館」） 
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I-２．地理情報システムとは 

 地理情報システム（GIS=Geographical Information System）とは、

アメリカ環境省によれば「系統的に空間データ（地表、地下、地上の

位置や領域を明示した属性データ）を取得、管理、分析、総合、伝達

を行う汎用的なコンピュータシステム」と定義されている。 

このＧＩＳは、２つの側面を有している。一つは、「地図そのものの情

報を取り扱うシステム」という側面であり、もうひとつは、「地図・地

下の位置を表わす空間との関係を情報として取り扱うシステム」すな

わち、空間データとほかのデータ類の融合により新しい価値を創造す

るという側面である。一般的にＧＩＳにおいては、データベースは、

オブジェクト（地物）をレイヤーに分類した階層構造がとられている

が、前述した 2 番目の側面によりマーケティング、経路探索、各種分

析など地球上における人間の営みのすべてを応用分野として包括して

いる。 
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I-３．地理情報システムの発端とその展開、災害対応など 

I-3-1．地理情報システムの発端 

 コンピュータによる地図情報の最初の利用は、1959 年に運用開始し

た SAGE (Semi-Automatic Ground Environment)というシステムが地理

情報システム（GIS）の発端といわれている。これは、米ソ冷戦時代の

防空システムで、アメリカ全土を監視するレーダ-網により、侵入する

飛行機の位置を把握し、地対空ミサイルや迎撃機に指令を与えるシス

テムである。このシステムは、55000 本の真空管からなり、床面積は

2,000ｍ2 であった。この開発には、ＩＢＭなども参加し、その後の商

用コンピュータ分野での発展につながった。 

 

世界最初の地理情報システムは、カナダのトムリンソンによって

1964 年に開発された。トムリンソンは、カナダ農林省のコンサルティ

ングをしていたが、コンピュータを利用して地図を管理することを考

案し、カナダ農林省に提案し、開発を行った。このシステムは

CGIS(Canadian Geographical Information System)といわれており現

在の GIS の特徴をいくつか有していたものの当時のコンピュータの能

力から、多くのことは実際的には困難であった。しかしながら、これ

を契機として 1969 年には、GIS ベンダーとして Intergraph、

ESRI,CALMA,IBM、シネコンなどの会社が出現した。Intergraph は主に

軍用に、ESRI,CALMA,IBM、シネコンは主に商用分野が中心にマーケッ

トを拡大した。なお、トムリンソンは Father of GIS と呼ばれている。 

1967 年には、アメリカ統計局は、国勢調査の効率化のため、DIME(Dual 

Independent Map Encoding)というデータの格納形式を構築した。こ

れは、その後 1990 年のセンサス実施に向け TIGER（Topologically 

Integrated Geographical Encoding and Referencing ）というデー

タベース構造に発展した。TIGER ファイルには、国勢調査の街路、河

川などの地図事象と、センサス地区、街区などのセンサス単位でのデ

ータなどが含まれている。 

1975 年～1980 年にかけて、アメリカの地方自治体、ガス、電力会社
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（City of Burnaby, . Brooklyn Union Gas Co, San Diego Gas & Electric 

Co. Southern California Edison Co.) においてシネコン、IBMなどの

GIS ソフトを使用してのパイロットシステムがスタートした。しかしな

がら、座標を有するデータの扱いの困難性、膨大な入力費用などから、

多くの企業で、パイロットシステムから全体への拡大に困難をともな

った。ハンク・エメリー氏は、ユーザー同士が情報交換できる場を作

ることを提案し、1982 年に AM/FM インターナショナルが設立された。

1990 年には、AM/FMインターナショナル日本が設立された。 

日本においては、1973 年に、建設省において都市政策に関する研究

のための「地理情報システム研究委員会」がスタートし、都市情報シ

ステム（USI-1）のプロジェクトにおいて、兵庫県、神奈川県等におい

て各種行政支援用ＧＩＳの研究、試験的実施が開始された。 

 

I-3-2  地理情報システムの展開、災害対応 

（１）東京ガスによるマッピングシステムの開発 

1983 年になると、日本の大手ガス会社である東京ガスが自社供給エリ

ア（約 3000km2）の約 30,000 枚の図面の入力を行い、ＧＩＳを構築し

た。東京ガスは、1983年～1988年にかけて図面上のガス管、道路、家

形などの入力をおこない、約 800 万件（当時）の顧客とガス管を地図

上で結合し全社的な統合ＧＩＳを構築した。このシステムは、TUMSY

（Total Utility Mapping System)といわれ、日本で最初に独自に開発

および実用化されたＧＩＳシステムである。世界的に見ても、この当

時これほど大規模なＧＩＳシステムの実用化は最初であったと思われ

る。     
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  階層型地図データベース 

 

 
図面の入力風景 

 

（２）ROADISの開発 

1986 年には、札幌、千葉、横浜・川崎、名古屋、京都・大阪・神戸、 

広島、北九州,  福岡の政令指定都市と、東京において、すべての地下

埋設物がＧＩＳを利用し、データベースに登録された。登録された 

地下埋設物は、道路、ＮＴＴ，電力ケーブル、電柱、ガス、水道、下

水道、地下鉄、家屋などである。このシステムは、道路管理システム 

ROADIS(Road Administration Information System)といわれ、道路管
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理センター（ ROADIC）で運営されているが、これは世界最初の広域

統合型ＧＩＳシステムである。本システムは建設省（当時）が中心に

道路管理者（国、東京都、特別区、政令指定都市）公益事業者（水道、

下水道、地下鉄、電信、電話、電力、ガス）により進められ、開発は、

東京ガスとＮＴＴにより行なわれた。 

このシステムは 255 のレイヤー構造からなり、道路・占用物件管理、

道路工事調整、占用許可申請のシステムから構成され、各政令指定都

市および東京において、上記業務の基幹システムとして多く利用され

ている。このシステムにより、各地区及び日本全体の電力、ガス、Ｎ

ＴＴ，水道、下水、道路データの登録、GISの導入がスタートし、日本

国内の GIS市場の拡大につながった。 

 

（３）阪神大震災、アメリカ同時多発テロとＧＩＳの必要性の認識 

1995 年の阪神大震災（M7.3、  死者-6,400 人、家の倒壊-240,000

戸、供給停止- 300万件(電力-2.6M   電話- 0.12M  ガス 0.49 Ｍ 水

道-0.65Ｍ)）の際には、災害の復旧時に道路管理センターより、道路、

地下埋設物地図が神戸市 NTT、大阪ガス、神戸市水道局に提供され，災

害でのＧＩＳの必要性が認識された。 

 

 

阪神大震災による鉄道施設被災（国土交通省ホームページより） 
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また、2001年のアメリカ同時多発テロ（死者 2996人、負傷者 6291 人

以上）では、GISによる復旧図面が提供され、アメリカにおいても災害

でのＧＩＳの必要性が認識された。 

  

I-4．ＧＰＳとリモートセンシング 

I-4-１．ＧＰＳのスタート 

普遍的な正確な地図を作成するためには、地球上の位置を正確に把握

することが、必要不可欠である。人工衛星による高精度の位置測定の

最初の試みとして、1978 年に 1 号機が打ち上げられた。これは GPS 

(Global Positioning System)といわれている、人工衛星を用いた全世

界的な高精度位置測定システムである。元来は、米国国防総省が、フ

ィールドでの戦闘の際に自己の位置を、把握するためのシステムであ

るが、これにより地球上の位置がより正確に把握できるようになった。

1991 年の湾岸戦争時には、イラクとの砂漠の戦闘に利用された。 

1993 年より、運用開始され,カーナビゲ―ション、レーダー探知機、

ハンドヘルド GPS、腕時計、携帯電話、スマートフォンなどの携帯機器

に使用されている。現在では、GPS（アメリカ）31機、GLONASSS（ロシ

ア）22 機, BeiDou（中国）31機、ガリレオ(欧州)24 機、みちびき(日

本)4機の衛星が、運用されている。 

  

GPSのイメージ図(GNSSについて （国土地理院ホームページより） 
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I-4-2 リモートセンシング 

地球環境などの状況写真、地上の情報をより詳細に把握するために

人工衛星を利用した、リモートセンシングが 20世紀後半にスタートし

た。リモートセンシングとは、「離れた場所から、物質の情報を読み取

る」技術のことを言い、19 世紀に気球による写真撮影が最初といわれ

ているが、20 世紀になって人工衛星により、大規模なリモートセンシ

ングが可能となった。 

1972 年に NASA により Landsat1 号が、打ちあげられ、 農業、地質、

森林、環境、地震の分野での、利用がスタートした。最近では、合成

開口レーダーを装備した高精度リモートセンシング衛星も打ち上げら

れ高解像度のデータが得られている。 

 

 
リモートセンシング 地球観測衛星（JAXAホームページより） 

 

I-5．地理情報配信と標準化 

I-5-1．地理情報配信とＮＳＤＩ 

インターネットが普及するに従い、インターネットを利用した地図

配信のニーズもたかまってきた。最初の実用的な、地理情報配信シス

テムは、1993 年にゼロックス社のパロアルト研究所で開発されたマッ

プサーバといわれている。これは、公開されたデータを使用して、簡

単な地図を生成するシステムであった。（インターネット GIS 、古今書



- 14 - 
 

院）1994 年には、インターネットを利用して地図データを配信する多

くのプロジェクトがスタートし、これらを推進すべく、ＮＳＤＩ

（National Spatial Data Infrastructure)国土空間データ基盤の整備

がおこなわれた。これは、クリントン大統領時に、大統領執行令

No.12906 により実施され、連邦、州、地方自治体、民間、市民の間の

データ共有の基盤が構築された。ＮＳＤＩは連邦地理データ委員会（Ｆ

ＧＤＣ）により推進された。 

その後、ＮＳＤＩは GISの国際標準のメタデータの基本となった。 

このインターネットを利用した、地理情報配信は、ナビゲーション、

LBS(Location Based Service), Google Map などに幅広く利用されて

おり、現在では、５Ｇ時代を迎えて、MR(Mixed Reality), VR(Virtual 

Reality)などの分野で利用が拡大しつつある。 

日本では、1995 年の阪神淡路大震災を契機としてＧＩＳへの認識が

高まり、「地理情報システム関係省庁連絡会議」 が発足した。さらに

2002 年に「GISアクションプログラム」が、2007年に 地理空間情報活

用推進基本法（NSDI法）が施行された。 

また、1991 年には、地理情報システム学会が、1998 年には、東京大

学空間情報科学研究センターが発足した。なお、地理情報に係る研究

機関としては、米国では、1988 年に NCGIA(National Center for 

Geographic Information and Analysis)が、英国では、1987 年に、

RRL(Reginal Research Laboratory)の設置がスタートした。 

 

 

I-5-2．地理情報の標準化 

国際的な地理情報システムの利用に伴い、地理情報の標準化が、1994

年にスタートした。これは、ISOの Technical Committee 211番目であ

ることから、ISO/TC211（Technical Committee 211-Geographjical 

Information/Geomatics)と命名された。TC 211 では，地球上の位置と

関連づけられているオブジェクトについての構造化された標準体系を

構築することを目的としており、 標準化対象項目としては、空間スキ
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ーマ、時間スキーマ、座標による空間参照、地理識別子による空間参

照等、地理的基本構造に係るものから、品質原理、メタデータなどコ

ンテンツの記述に関するもの、描画法、GML,ウエブマップサーバーイ

ンターフェイス等データフォーマット、Web サービスに関するもの、LBS

などアプリケーションに関するものなど幅広い分野にわたっており、

UML モデルにより標準化を行っている。日本においては、制定された、

地理情報標準に関する国際規格 ISO 191**シリーズに基づき国内規格と

して、JISX 71**シリーズが作成され、その実用規格として地理情報標

準プロファイルが作成された。 

 

 

I-6．Critical Infrastructure Protection (CIP)重要インフラ保護 

インターネットを利用した、最初の実用的な、地理情報配信システム

が拡大するにしたがい、インターネットを利用した、サイバー攻撃も

次第に増大してきた。クリントン大統領は、1998 年に、PDD-63（大統

領決定指令第 63 号）により、米国の重要インフラ（特 にサイバーシ

ステムを含む）に対する物理的攻撃とサイバー攻撃の二つの攻撃 に対

する脆弱性を迅速に解消するためのあらゆる政策措置を講じると表明

し、 1)防護すべき重要インフラの分野を政府関連とセクター別に大別

し、2)特定機能担当主務省庁とセクター別リエゾン担当主務省庁を特

定した。すなわち、電力、ガス、水道、情報通信、鉄道などのインフ

ラ施設、医療、金融、物流、政府行政サービス、などの公共施設を重

要インフラと定義し、これらの重要施設をサイバー攻撃から、守るた

めの情報セキュリティー対策をスタートした。これは、その後ブッシ

ュ大統領時代の Homeland Security に発展していった。 

日本においては、2008 年より具体的に重要インフラに係るサイバー

テロ対策の特別行動計画が、スタートした。 

 

 

 



- 16 - 
 

I-7．ＭＲ(Mixed Reality)，ドローン、準天頂など新たな空間情報 

技術（ＧＩＴ）の登場 

GPS による精度の高い位置情報や AI などの新しい技術を利用した GIT

をベースとした新たな GIT技術が登場してきた。 

I-7-1 商用ドローンの開発と販売 

無人飛行機ドローンは、元々は第 2 次大戦中に軍事目的からスター

トし、1995年には、軍事用ドローン「 RQ-1 プレデター」が開発され

た。日本においては 1970年代から、農薬散布のための産業用ドローン

(無人ヘリ)が開発され、使用されている。本格的な商用ドローンは 2010

年に、フランスの Parrot 社が開発した、「AR Drone」であるといわれ

ている。今日では、ＧＰＳとＡＩを装着したドローンが開発され、多

くの分野で利用され、その応用分野も多岐にわたっている。遠隔地に

輸血用の血液を届けるドローンや、荷物を配達する宅配ドローン、パ

イプラインの漏洩検査をするドローン、人を乗せる有人ドローン、ハ

エやミツバチのような超小型のドローン等々である。また、ドローン

による空飛ぶ無人タクシーも実用化試験が現在行われている。 

 

  

（天然ガスパイプラインのガス漏洩検査のためのドローン   

ＧＩＴＡ North Americaコンファレンに展示） 
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I-7-2 3次元と MR(Mixed Reality) 

MR(Mixed Reality)は CG などで人工的に作られた仮想世界と現実世

界の情報を組み合わせて仮想世界と現実世界を融合し、仮想世界を現

実世界に重ねあわせて体験できる技術である。特殊眼鏡（Google Glass）

を装着することにより、コンピュータによる仮想 3 次元データと現実

のデータを重ね合わせてみることができる。 2013 年には、Google 

Grass による MR(Mixed Reality)の実用化がなされた。 

下記の 1 段目左図は、建築中の建物にコンピュータ内の配管などを

重ね合わせた MRである。右図は、デザインしている建設予定の住宅を

風景に重ね合わせた MR である。また、2 段目の図は、コンピュータに

ある道路の地下埋設物のデータを実際の道路の上に表示したものであ

る。これにより工事の際の事故防止ができる。ＭＲの最近の例では、

スマートフォンアプリの『Pokémon GO（ポケモン GO）』（2016 年）ある。 

 

 

 
MRの実用例（株）ニコン・トリンブル 提供） 
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I-7-3 .準天頂衛星の実用化 

 より精度の高い位置情報を把握することを目指して、日本版 GPS と

して 2010年に準天頂衛星初号機みちびき (QZS-1)1 号機が、2017 年に

は、4 号機が打ち上げられ、2018 年より実稼働された。これにより、

アジア・オセアニア地域で常時 3 機をとらえることが可能になり、特

に日本国内において高精度な位置情報が得ることが可能となった。 

このみちびきの利用分野として、農機の自動走行システム、自動運転、

除雪作業支援、自脱コンバインなどが検討され、実用化ならびに実用

化試験が行われている。 

 
 

（ みちびき（準天頂衛星システム：QZSS）公式サイトより） 

 

 

I-8．東日本大震災と熊本地震におけるＧＩＳの利用 

 2011 年 3月 11日に，マグニチュード 9.0 の大地震が東北地方・太平

洋沖で発生し、最大 21ｍの津波が生じ、これに伴い福島第 1 原子力発

電所の事故が生じた。これにより、死者-16,000 人   避難民-470,000

人 破壊家屋 405,000 戸 供給停止 1100 万件(内訳 電力-8 百万件 ,

電話- 190万件、ガス- 47万件, 水道 -180 万件 )の大災害が生じた。 

GIS は、災害時におけるリアルタイムの状況マップ、被害状況の迅速な

把握、地震災害の分析など多くの場面において有効に利用された。 
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東日本大震災の津波による被害（内閣府災情報ホームページより）  

 

 

マッシュアップシステム(GITA-Japan より)   地殻変動図（国土地理院ホームペジ

より ） 

2016 年には、熊本地方を中心とするマグニチュード 7.3 の熊本地震が

発生した。これにより、死者-55 名、 避難者-18 万人(直後）, 建物

全壊-8300棟、断水-45 万戸、停電- 48万戸, ガス供給停止-11万戸 な

どの被害が生じた。この地震においても GIT(Geospatial Information 

Technology)が、被害状況の把握、ドローン活用による廃棄物の計算な

ど有効に利用された。 
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被害を受けた熊本城（内閣府防災情報ホームページより） 

 

I-9．サイバー空間（スペース）、ビッグデータとＡＩ 

サイバー空間（スペース）とは、1980 年代にウィリアム・ギブスンが

自著「ニューロマンサー」に登場したといわれていが、近年、大量の

デジタル情報を伝達・交換・蓄積・共有するためのネットワーク空間

として、急速に拡大・発展している。 IoT(Internet of Things )に見

られように、地球上のすべての物（オブジェクト）をクラウドコンピ

ュータすなわちサイバースペースに蓄積しようという動きが加速して

いる。人に係る情報（位置、動作、ＤＮＡ，病歴などの個人情報）、物

の情報（位置、動作など）、人により作り出されたものの情報（会社、

株、アクション（動作）など）がサイバースペースに登録されつつあ

る。これらの情報は、ヒストリーを有することから、4次元の時空間情

報であるが、データ量も多いことから、ビッグデータと呼ばれる。 

このサイバー空間は、多くのクラウドコンピュータ群、ビッグデー

タを蓄積するデータベース群、ネットワーク群、利用端末群、感知セ

ンサー群、ロボット、アルゴリズム群から構成されるため、人間では

管理・監視がほとんど不可能である。そのため、ＡＩによる処理およ

びマネージメントが必要不可欠である。今後、この膨大なビッグデー

タベースを有するサイバースペースは、人類が生存していくためには、

欠くべかざるものになりつつあるが、ＡＩが管理するサイバー空間に

逆にその生存権を握られているともいえる。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A6%E3%82%A3%E3%83%AA%E3%82%A2%E3%83%A0%E3%83%BB%E3%82%AE%E3%83%96%E3%82%B9%E3%83%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%83%AD%E3%83%9E%E3%83%B3%E3%82%B5%E3%83%BC
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II. 温暖化に対応する 21世紀のノアの方舟 

 旧約聖書の創世記によれば、地球の大洪水の際に、ノアは神の啓示

に従って箱型の舟を作り、家族と世界中の動物を乗せて人類を破滅か

ら守ったといわれている。21 世紀において、地球は、急激な温暖化に

よる災害に直面しつつある。この災害から人類を守るためには、人類

の科学・技術力を結集した 21世紀のノアの方舟、すなわち災害から人

類を守る未来型都市の構築が必要不可欠になる。 

 

 II-1.気候変動、コロナなど地球が遭遇する災害について 

（１） 温暖化の影響について 

国連気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 5 次評価報告書

(2014)によれば、1950年から 2100年までの気温変化が最大 0.3～4.8°

上昇すると予測している。また、2100年までに海面が最大 82㎝上昇す

ると予測されている。 

現在のところは、世界の温室効果ガスの排出量の実情は、IPCC が示

した 4 つのシナリオのうち、2100 年に最も気温が高くなる 4℃のシナ

リオで推移しているようである。ここ 40～50 年の日本の平均気温は、

下図の通り 1～1.5℃上昇している。 

既に、温暖化による災害が世界中で生じている。2018 年には、世界

中が熱波の被害を受けている。カナダのケベック州では、熱波で 54人

が死亡し、パキスタンでは、気温が 50℃を超えた。2017 年には、山火

事によりアメリカカリファルニア州で 1,140 平方キロメートル以上焼

失した。2019 年にはオーストラリアでは山火事で 107,000 平方キロメ

ートル以上焼失し、建物被害は 5,900 棟以上になった。2018 年には、

日本においても西日本豪雨、台風 22 号により、多大な被害をもたらさ

れた。2019 年のハリケーンドリアンはバハマ諸島北部を直撃し、壊滅

的な被害をもたらし、約 7万人の住民が住宅を失った。 

平均気温 4℃上昇の世界では、穀物栽培にも影響を与える。主食とな

る穀物栽培では、気温が 1℃上昇すると収穫量が 10％減少するといわ

れているが、これによれば、40％の穀物が減少する。さらに温暖化に
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より、中央アフリカ、パキスタン、アメリカ西部、オーストラリアに

大旱魃が広がってき、飢餓の爆発的な拡大が起こる。そしてこれは難

民の大幅な増加に繋がる。 

平均気温が 4℃シナリオで推移した場合、海面は最大 82㎝上昇する

と予測されているが、グリーンランドの氷床が臨界点を超えて

融解した場合、海面は、6ｍ上昇する。さらにシベリア、北極

圏の永久凍土から、メタンが放出された場合、気温の上昇がさ

らに生じる。また、南極の氷床が解けた場合、海面は 60ｍ上

昇すると云われている。 

2017 年に気候変動に関する専門誌「Nature Climate Change」に掲載

された分析によると、二酸化炭素などの温室効果ガスの排出を大幅に

削減しない限り、2100 年には最大で世界の 4 分の 3 の人々が熱波によ

る死の脅威に直面することになるといわれている。（米ハワイ大学マノ

ア校のカミロ・モラ） 

アメリカでは、平均気温 1℃の上昇により山火事による被害面積は 4

倍になるといわれている。2100 年に気温が 4℃上昇すれば、今の 256

倍の面積、160,000km2が消失することになる。 

これにより土石流を含む大洪水が発生するとともに、森林に蓄積され

ている CO2 が放出され温暖化に拍車をかける。すなわち温暖化のポジ

ティブ・フィードバックが起きるため、ますます温暖化が進行する。

(The Uninhabitable Earth Life after Warming :David Wallace-Wells 

より)  



- 23 - 
 

（ 

気象庁ホームページ 日本における過去 120年間の年平均気温の 5年の移動平均処理） 

  

温暖化による災害  （千曲川堤防決壊（内閣府ホームページより）、 

 

（オーストラリア森林火災-ひまわり 8 号により撮影（気象庁ホームページより）   

オーストラリア東側とニュージーランドが煙でおおわれている。 
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温暖化の原因としては、CO2 濃度が主たる要因であるといわれている

が、東京大学大気海洋研究所 安部彩子教授の近年の研究によれば、

温暖化の大きな要因は 10万年周期の地球の氷床の変化による活動が主

な要因であり、現在は、約 2万年前に始まった暖かい間氷期にあたり、

CO2 濃度は、気候変動の振幅を増幅するといわれている。 

 阿部教授によれば、産業革命以前に 280ppm であった CO2濃度は、現

在 400ppmを超えており、南極、グリーンランドの氷床が融解がしきい

値を超えていくことも考えられ、その変化に注意する必要があるとの

ことである。 

 また、イギリス、Banger Universityのサイモン・ウイルコック氏が

ネイチャーコミュニケーション最近発表した論文によれば、アマゾン

の生態系が早ければ来年にも限界点を超える可能性があり、森林面積

の 35％が失われれば、最終的な消滅につながると警告している。 

 

 

アマゾン横断道路（トランスアマゾニカ）と、その周りに魚の骨のように広がる熱帯

雨林の伐採跡「フィッシュボーン」（JAXAホームページより） 

 

 



- 25 - 
 

 （２）温暖化による感染症の増大について 

温暖化が進むにつれ新たな感染症の発生が生じてくる。環境省によ

れば、温暖化により、蚊、ダニ、ノミなどの媒介動物によって日本脳

炎、マラリア、デング熱、ウエストナイル熱などの感染症のリスクが

高まってきている。また、海面温度の上昇や、海面の上昇による海中

のプランクトンの増殖によってコレラ菌が増大しコレラ発生のリスク

が高まっている。温暖化により、熱帯域は、10年に約 50㎞拡大してお

り、熱帯に生息していた生物が人間の居住域に出現する。例えば、ア

マゾンで生息している、蚊がサンパウロなどの都市に出現しつつある。

蚊は、黄熱、マラリア、ジカウイルスを媒介することで知られている。 

世銀によれば、2030年には、36億人が、マラリアの危険にさらされる

と予測している。また、温暖化によりマダニの生息域が北上し、マダ

ニにより媒介されるライム病が、近年、日本、トルコ、韓国で報告さ

れている。すでにオランダでは、国土の 54％でマダニが発見されてい

る。アメリカでは、新規感染が、毎年 30万件と報告されている。 

(The Uninhabitable Earth Life after Warming :David Wallace-Wells  

より) 

2019 年に中国 武漢で発生した、新型コロナウイルスは、蝙蝠が原

因とされているが、グローバル化により数か月もたたぬうちに世界中

に広がった。2020 年 5 月末現在、世界で感染者数は、約 600 万人を突

破し、死者は 36.9 万人に上っている。10 日で 100 万人増加している。

国別の感染者数は、アメリカ 180万人、ブラジル 50万人、スペイン 24

万人、英国 27.3 万人、ロシア 40 万人などである。新型コロナウイル

スへの対応としては、人との接触の機会を減らすことが最も有効とさ

れ、特に密集場所、密閉空間、密接場面を避けることが必要とされて

いる。このようなことから、多くの企業、学校では、テレワーク、オ

ンライン授業などの分散型社会に移行している。 
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（2020年 5月 10日正午時点厚労省とりまとめ） 

 

II-２．空間情報技術を利用した社会の仕組みと災害に強い都市 

(21世紀のノアの方舟)について 

 

 II-2－1．温暖化などにより今後増大していく災害 

前述したような、地球温暖化は、人類の環境問題へのとりくみの遅

さから、予想以上に速いスピードで進行しているように見受けられ、

（IPCC）の第 5 次評価報告書で予想される以上の災害が人類を襲うこ

とが考えられる。それらは、 

（１） より巨大化した台風による洪水、強風による被害の甚大化、 

（２） 大規模地震による災害、巨大津波、 

（３） 温暖化による気温の上昇。 

（４） 温暖化による海面上昇によるゼロメートル地域、海岸の工場

地帯の被害。 

（５） 海洋汚染、大気汚染の拡大、プラスティクなどのマイクロプ

ラスティク汚染 

（６） 富士山噴火による火山灰による停電、断水、降灰による交通

手段の遮断等の都市機能の麻痺（政府の中央防災会議の作業

部会は、3月 31日富士山で大規模噴火発生のシミュレーショ
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ン結果を公表した。それによると噴火後数時間で、停電、断

水、移動手段、通信手段の麻痺が生じ都市機能が停止する。） 

（７） グローバル化による新たな伝染病（例えば新型コロナウイル

ス等）の拡大。

（８） 温暖化やグローバルな感染症により食糧不足による飢餓の

増大。

ユヴァル ノア ハラリ氏は著書「サピエンス全史」で、人類の文明

の始まりは、小麦の栽培が基本となる農業革命からと述べているが、

それは、１万 2000 年前のことであり、人類の出現した約 20 万年に比

べれば、その期間は、わずか 6％にしかすぎない。その 6％の期間にユ

ヴァル ノア ハラリ氏の著書「21 Lessons 」によれば、人類は、宇宙

船地球号にとって、核戦争、生態系の破壊（気候変動を含む）、技術的

破壊（AI とバイオテクノロジーによる人類の破壊）という解決が困難

な 3 つの破壊という問題を生じさせている。各々、対応が難しい問題

であるが、生態系の破壊（気候変動を含む）はかなり対応が困難な問

題といえる。特に温暖化による気候変動は非常に差し迫った問題であ

る。 

温暖化への対応は、CO2を削減することが必要であり、そのための技

術開発、世界の国々の協力が求められるが、各国の利害が絡みなかな

か難しい状況であり、実現は時間がかかりそうである。現実には、そ

の間に温暖化は進行していくことが考えられることから、ここでは、

IT,GIT 等の技術（今後開発するものも含む）による温暖化に対応でき

る都市の考え方について述べることとする。 

II-2－2．今後の技術展開、

(1)IoT がますます進行し、今以上に能力向上した AIとクラウドコ

ンピュータ、巨大データベース群、インターネットそれらが結合

されたサイバー空間（サイバースペース）に、人類を含めた、地

球上のすべてのもの事象（オブジェクト）が、登録されて行く。 
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(2) 巨大データベースには、個人のすべての登録された履歴（病歴、

遺伝子、趣味、好み、行動、防犯カメラの映像など）が関係づけ

られ、蓄積されていく。そして同時にそれらを各個人のパソコン

から利用するためのアプリも開発・装備されていく。

(3) 通信の高速化 5Gや MR, VR(バーチャルリアリティー)などの

技術はさらに発達し、安価で、簡便に各個人のパソコンから利用

できるようになる。

(4)人の移動手段としては、自動車による 2次元の道路上での移動に

代わり、ドローンを利用した 3次元空間の自動運転による無人

タクシー、自家用ドローン（現在試験開発または、一部実用化

されている）の利用が、今後普及していく。これらはＡＩとク

ラウドコンピュータ群によりコントロールされた 3次元地理空

間（サイバー空間）を移動するため事故はほぼゼロに近くなる。

宅配など物の移動についても同様に無人の自動運転ドローンに

より行われる。 

LIFT AIRCRAFT社のＨｅｘａ（LIFT AIRCRAFT社ホームページより） 
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II-2－3．今後の技術の発展を踏まえた今後の社会 

（１）集中型社会から個別分散化社会への移行 

人類は、集中型社会から、AI、IoT 、巨大データベース等を利用し

た、個別分散型社会に移行してくことが考えられる。現在、業務の

ために都心のオフィスに大量輸送手段(電車、地下鉄など)を利用し

て移動しているが、テレワーク、バーチャルリアリティーなどの技

術のさらなる発展、５Ｇなどの通信回線のさらなる高速化を考える

と、業務作業、会議などはほとんど個人の自宅、あるいはサテライ

トオフィスで実行が可能となる。 

（２）大規模知識データベースと AIサポートによるグローバルなビッ

グデータの利活用 

AI によるアルゴリズムが充実してくれば、各個人をサポートするサ

ポートソフトウエアが充実し、各個人は、医療、教育、法律等多く

の分野で自宅のコンピィータからグローバルに知識と情報を得るこ

とができる。法律、医療などは各家庭のパソコンから、AI を利用し

て的確な情報を得ることができる。特に教育に関しては、学校とい

う集合場所ではなく、各家庭のパソコンよりネットを利用した分散

教育に移行していく。日本だけでなく欧米の優れた講義を 5G,VR な

どでとりこむことによりグローバルな教育を小学校から行うことが

できる。AI の自動通訳機能により、自動的にリアルタイムに日本語

に通訳される。これらのカリキュラムの構成に AIを使用することも

できる。このようなときに教員の役割を改めて考える必要がある。 

（3）2 次元空間の大量輸送方式から 3次元空間の個別移動方式へ 

人の移動について考えると、自動運転のドローンによって 3次元的

に空中を移動することが望ましいと考えられる。すべてのドローン

は、目的地をセットすることにより、自動的に運転され、それらは

クラウドコンピュータと AIにより管理・監視されるので、交通事故

は、ほとんど 0 に近くなることが予測される。宅配など、物資の移

動についても個別の移動は、ドローンで行い、地域の集配所または、

個人宅に配達する。なお大量の物資の輸送は、従来通り道路により
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行うことする。 

(4) ストックエネルギーからフローエネルギーへ（集中型エネルギ

ーから個別分散型へ） 

エネルギーについては、太陽エネルギーをできる限り使用すること

とする。人類は、今までに地球に蓄積された資源（石炭、石油、ウ

ラン等 ストックエネルギーと呼ぶ）を、採掘し有効利用してきた。

人類は、これらのストックエネルギーの、採掘および利用について

は、今まで成功してきたように見受けらえる。しかしながら、その

後処理については、必しもうまく行われているとは、言い難く、大

気汚染、温暖化、放射能等の問題が生じている。これらの問題の処

理にはコストと時間がかかることが予想される。 

太陽光などのエネルギーをフローエネルギーと呼ぶとすると、当

面人類はこのフローエネルギーを最大限利用してくことが必要とな

る。また、発電形態として、大規模発電プラントから、ソーラー発

電のような地域別の個別発電に移行していく。 

 

II-2－4．災害対策ならびに今後の社会形態を踏まえた 

今後の都市構築にかかる基本的考え方と必要条件 

（１）．都市計画策定に際しての基本的考え方 

 （１） 効率化を目的とした都市ではなくて人の住みやすさを目的

とした都市を指向する。 (Maas、Smart City) 

 （２） 地震、災害（外部からの攻撃含む）、温暖化による海面上昇、 

気温上昇、大気汚染などに対応できる 22世紀まで耐えうる都 

市を考える。人類を災害から守り人類が快適に暮らせる 

Rescue City(レスキュー都市)を考える必要がある。 

 （３）コロナなど世界的な感染症に対応できる都市を考える。 

 （４）当面、生態系の破壊（気候変動を含む）について、対応する

都市を考える。 
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（２）．必要条件 

 （１）50 万人～100 万人規模でまとまって居住できる都市を国内に

構築とする。 

 （２）災害に備えストックエネルギーでなくフローエネルギーを基

本とし、太陽エネルギーと蓄積のための蓄電池によるエネルギ

ー自立型の都市とする。 

 （３）都市は 3層とし都市内の輸送交通網と、ユーティリティーは、

1，2層とし、居住は 3層とする。（コンパクトシティー、スマ

ートシティー、Maas） 

（４） 水など生活に必要な物資を可能な限り自給とし、循環サイク

ルを確立する。 

（５）食糧の生産は、植物工場などのような食料の工業化を進め、

自給率を 100％に近づけていく。 

（６）都市は、地震、災害、海面上昇、気温上昇などに耐えられる

構造とする。たとえば天井の開閉ができるドーム型にし、大規

模な内部の冷暖房をドーム内全体で行うとともに、災害に耐え

られる構造とする 

 （７）都市間の移動は、3次元のドローンおよび、リニア―モーター

カ―による高速な移動、配送方式を構築する。 

（８）都市内の運営に関しては、新しいＩＴ技術および先端技術を利

用あるいは開発し運営の効率化を目指すとともに人間のすみや

すさを目的とする。 

（９）各個人は、医療、教育、法律等多くの分野で自宅のコンピィー

タからグローバルに知識と情報を得ることができるように、５Ｇ、

ＶＲなどの技術を取り込んだ各個人の自宅での作業（テレワーク、

テレミーティング、テレエドゥケーションなど）ができるように

し、個別分散化社会への対応ができるインフラを整備する。   

（スーパーシティー等） 

（10）この都市を災害からの Rescue City(レスキュー都市)と位置づ

け、可能な限り多くの人類が平等に、常時災害時、有事にそこに
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住めるようにすることが必要である。資本の論理にゆだねれば、

富裕層のみがそこに住むことになると考えられので、多くの人が

住めるようにサポートしていく仕組み（政策）が必要である。 

       

 

   災害に強い 21世紀型ノアの方舟の都市イメージの例 

（Getty Imagesより） 
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おわりに 

温暖化による気候変動、大気汚染、海洋汚染など、から日本の国民 

を守っていくためには、国民の多くが安心し快適に暮らすことができ

る、21世紀型ノアの方舟 Rescue City(レスキュー都市)の構築が必要

不可欠である。 

日本人の多くが、これから増えていく災害時に、被災しないように 

以上の用件を具備した都市を 2１世紀中に日本国内に可能な限り多く

構築し、日本国民の生命を守ることが急務である。 

東京、大阪など多くの大都市は、海岸に近いところに存在している 

ので、至急都市移転の準備をして行く必要がある。例えば、東京は長

野に、大阪は滋賀に移転するなどである。また、海岸線に存在してい

る多くの工場は内陸への移転計画を至急策定する必要がある。 

特に、海岸線の原子力発電所は移転するにも廃炉するにも多大なる年 

月を要するので、至急作業に取り掛かる必要がある。 

海岸線、ゼロメートル地帯、海抜 30～40ｍまでに居住する住民のレス 

キュー都市への移転計画も至急策定しなければならない。 

 

将来、日本の国民の多くが国際難民になるという現実が来ないことを

願ってやまない。 
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